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 1 ．はじめに
　市場主義体制移行において、旧国営企業の民営化と企業統治の改革は主要な点の一つである。
ソ連型社会主義国において、企業活動の中心となったのは国営企業であった。その背後には、
社会主義経済体制における「計画」の存在と、中央集権的意思決定構造、それらによって結び
つけられた企業間ネットワークが存在していた。体制移行において、この国営企業を民営化し、
民間セクターの拡大と強化を図ることは、市場経済システムへのスムーズな移行のために不可
欠であった。
　民営化手段としては、ロシアにおいて主に見られた民営化小切手（ヴァウチャー）配布によ
る国民への無償譲渡、あるいは有償での譲渡方式が取られた。中東欧においても同様に無償・
有償譲渡が行われたが、これに加えて企業・資本の旧所有者への返還という形態も取られた（大
津・吉井 2004）。
　このような民営化が進行する中で、中東欧の自動車メーカーも民営化が行われた。しかし、
体制移行の段階で、多くの自動車メーカーは販売不振や高コスト・非効率経営により多額の負
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要旨
　中東欧諸国は市場経済体制移行において旧国営企業の民営化を実施し、企業の構造改革や人
員整理に着手した。自動車メーカーにおいては、大手外国メーカーによる買収が中心となり、
大幅なリストラや新技術の導入、マネジメントの改革を行い、いくつかの旧民族系メーカーは
大手メーカーの生産・販売ネットワークに組み込まれていくようになった。中東欧自動車産業
の中心であるチェコとポーランドにおいては、ポーランドのFSOとFSMが、チェコではシュコダ
が外国メーカーの買収を受け、企業改革を進めていった。新市場や生産コストの低下などの動
機の面ではこれらのケースに共通性は見られたものの、買収の動機や、買収後における生産ネッ
トワークの中での企業の活用法に関しては差異が見られた。この多国籍企業による企業改革の
方向性の差異が、移行期以後、現在に至るまでのチェコ、ポーランド自動車産業の発展経路に
一定のインパクトを与えていることが明らかになった。
キーワード：自動車産業、中東欧経済、外国直接投資、市場経済体制移行、
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債を抱える状態であった。結果として、多くの中東欧メーカーは、大手外国自動車メーカーに
よる買収を受け、多額の資本投下や技術移転を受け、企業の構造改革を実施していくようになっ
た。
　中東欧自動車メーカーの買収を通じた構造改革については90年代以降、企業経営、直接投資、
移行経済論など多様なアプローチにおいて、研究がなされてきた（Balcet & Enrietti 1998; 
Pavlinek 2001, 2006, 2008; Havas 1997; Sadler et al. 1993; 細矢 2006）。筆者においては、中東欧
自動車産業は、体制移行の以前以後でまったく異なる産業構造に一変したのではなく、特にポー
ランドに関して、社会主義経済体制時代あるいはそれ以前からの産業の歴史や経験による発展
経路に、移行期以後も大きく影響されていることを拙稿（2016）で述べた。
　本稿では、体制移行期前後の中東欧自動車産業の変化を主な旧国営メーカーの企業改革の側
面から分析し、その変化が当産業の発展経路（あるいはその経路依存性）に対し、どのような
影響を与えたかを分析することを目的とする。
　分析にあたって、本研究では、ポーランドの旧民族系国営メーカーであるFSM（Fabryka 
Samochodów Osobowych）とFSO（Fabryka Samochodów Osobowych）、そしてチェコの民族系メー
カーであるシュコダŠkodaをとりあげ、体制移行期における企業改革と、改革における買収企
業（外資企業）の役割を比較分析する。この 3企業は、社会主義経済体制下において国営企業
かつ、両国の自動車生産の中核を担ってきた完成車メーカーであり、体制移行後は大手自動車
メーカーの買収を受け、企業の改革を行っていったという共通点を持つ。一方で、買収後の旧
国営企業の買収先への取り込み方や、その後の生産体制、そして発展経路は大きく異なるもの
となった。本稿では、この3企業の比較分析を通じて、市場経済体制移行とそれに伴う大手自
動車メーカーの買収が、中東欧の旧国営企業をどのように変容させたかを明らかにする。
 2 ．チェコ・シュコダの発展とVWによる買収
　チェコのシュコダ（Škoda auto a.s.）は、当初自転車の生産を行っていたLaurin & Klementを
前身とする自動車メーカーである。1901年より自動車生産を開始し、小規模ながら第二次大戦
期まで生産を続けていた。大戦後、チェコスロバキア国内自動車産業の国有化が決定され、他
メーカーを含めた国内自動車産業の再編が行われた。
　表 1はソ連を含む社会主義圏における自動車生産台数の推移を示している。社会主義計画経
済体制のもとで、ソ連が自動車生産の中核を担ってきたが、それ以外にポーランド、チェコス
ロバキア、東ドイツ、ルーマニアなどが生産を行っていたことがわかる。一方で、これらの生
産体制は体制移行開始後大きく変容し、ソ連（ロシア）に代わり、チェコ、スロバキア、ポー
ランド、ハンガリーの中欧 4カ国の生産規模が90年代からEU加盟を経た2000年代以降急激に
拡大した。
　社会主義時代においては国営企業AZNP （Automobilové závody, n.p.）として軍用車を含めた
乗用車、商用車の生産を行っていた。次節で述べるポーランドと異なり、社会主義体制下にお
けるチェコの自動車生産は西側諸国からかなり独立しており、その生産技術に関しても極めて
独立的であった（Pavlínek 2008）。それゆえシュコダブランドの生産にかかる部品供給とサプ
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ライヤーもチェコ国内で賄われる体制がとられていた。
　1993年のチェコスロバキア解体に伴い、自動車生産設備の多くはチェコの側に残されること
となった 1 ）。一方で、経済の落ち込みとそれによる需要の低下、労働者の確保、西側に比較し
て遅れを取っていた技術水準、そしてそれによる販売の伸び悩みなどを背景に、体制移行期に
おいてシュコダは多額の債務を抱えており、経営の継続と会社の存続においては危機的な状況
であった。
　このような状況のもと、政府は1990年にシュコダの民営化と売却を決定し、この買収に関し
てBMW、ルノー、FIATなどの大手メーカーが興味を抱いていた。チェコ政府は、シュコダ売
却に際して、シュコダブランドの存続、既存設備と雇用の維持、生産規模の拡大、国内部品サ
プライヤーの保護と育成、研究開発の強化など、多くの条件を求めた（Pavlínek 2008）。これ
に対し、体制移行に伴い開放された新規市場を主な動機として検討していた大手メーカーは交
渉の折り合いがつかず、結果としてドイツ・フォルクスワーゲン（以下VW）が買収すること
が決定し、1991年シュコダの30％の株式を取得、グループ傘下の企業となった。
　VWの買収後、シュコダの生産体制、経営方式の見直しが図られた。VWはシュコダの社会
主義体制下に長らく存在していた意志決定方式の分散や非効率な生産方式の改革に着手した。
改革当初は外国企業による経営に対する不信や、チェコ、あるいはシュコダ人員、技術に対す
る過小評価の恐れなどから、企業内の意識改革、マネジメント教育が予定のペースでは進展し
なかった（Pavlínek 2008）。しかしVWは社内意志決定方式の改善、政府との協定に基づく雇用
や設備の維持と、そのアップグレード、またFabia、Octaviaといった新モデルの投入と生産開
始などを実施し、生産の効率化と拡大を図った。
　以上のような企業内部の改革の進展に伴い、90年代後半以後、シュコダの生産台数は飛躍的
に拡大し、2000年代に入ると年間50万台規模に近い生産規模にまで拡大した。
表 1　旧社会主義諸国における自動車生産台数（1950-2000）
出所）Pavlínek（2001）
――――――――――――――――――
 1 ）結果としてスロバキアでは体制移行後、旧国営企業の買収（ブラウンフィールド投資）ではなく、外
国企業の新規投資（グリーンフィールド投資）の形で自動車産業が拡大した。
－　 －458
岡　﨑　　　拓
　VWによる外的な改革の特徴は、欧州内、特に中欧内における生産・販売ネットワークにシュ
コダを組み込んだ点にある。図 2はVWの中欧 4カ国における生産体制を示している。VWは
中欧 4カ国それぞれにブランドを振り分けるブランド分業体制を敷いており、シュコダはこの
ブランドの一つとして主に小中型低価格モデルの生産、輸出をチェコで行っている。
　シュコダにおいては、体制移行以前から、次に見るポーランドのFIATのような大手メーカー
との強い結びつきがなく、VWの買収により本格的に企業改革が進展した。しかし、VWはシュ
コダを自社ブランドの一つとして残すだけでなく、それを欧州域内におけるブランド分業体制
に組み込み、中東欧を中心とする低価格マーケットを対象とした小中型車の生産を行う体制を
図 1　シュコダの生産台数推移（1990-2002）
出所）Pavlínek（2003）
図 2　フォルクスワーゲングループによる欧州内分業体制
出所）細矢（2006）
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作り上げた。これはさらにEUの東方拡大によって、EU域内全体を捉えた欧州域内生産ネット
ワークとして機能し、それに伴いシュコダの生産規模、欧州内での位置付けは2000年代以降さ
らに高まった。
　次に、ポーランドにおけるFSO、FSMの 2企業のケースを取り上げて、企業構造改革の進展
を見る。
 3 ．体制移行後のFIATの企業改革
　本節では体制移行開始後の90年代におけるポーランド自動車産業における企業改革と産業内
の変化について分析する。FIAT（Fabbrica Italiana Automobili Torino）は1930年代からポーラン
ド政府とのライセンス契約を締結し、ポーランド市場に参入を果たした。現在のポーランドに
おけるFiat Auto Poland（FAP）は旧ポーランドメーカーの FSMの買収によって1992年に設立さ
れた。FSMを含めたポーランドメーカーは体制移行時点で、それまでの非効率経営、多額の負
債などにより経営状況は危機的であった。
　市場経済体制移行開始後、ポーランドは不況に見舞われ、国内需要の大幅な縮小を経験した。
ポーランド自動車産業もこの影響を強く受け、1989年から1991年の間に自動車生産は40％減、
自動車産業全体の雇用社数は11万 4 千人から 8万人へ減少、そして自動車販売台数も91年の22
万 7 千台から92年の20万台へ落ち込んだ（Balcet and Enrietti 1998; Poznanska and Poznanski 
1996）。体制移行に伴う旧国営企業の民営化はポーランドの国内大手メーカーであるFSMと
FSOにおいても実施されることとなったが、これら企業もこの不況の影響を被った。
　FIATは1930年代からポルスキ・フィアットブランドのライセンス契約をポーランドと締結
し、生産を行っていた。第二次大戦期にはこのライセンス生産は停止したものの、戦後社会主
義経済圏となったポーランドにおいて、FSOがワルシャワに設立された。FSO Warszawa、 FSO 
Syrenaなどのモデルを生産していたFSOは、1965年に再びFIATとライセンス契約に合意し、
Fiat 125pの生産を始め、その後に投入したPolonezモデルの好調に伴い生産規模を拡大していく。
さらにFSO Syrenaの生産を受け継ぐ形で、FIATとFSOの合弁企業としてFSMが1971年にポーラ
ンド南部、シレジア地方のビエルスコービアワBielsko-Białaに設立された。
　体制移行開始後、FSMは以前からブランド生産を行っていたFIATにより買収されることと
なった。FIATはFSMの90％の株式を取得、その後FAP（Fiat Auto Poland）、Magneti Marelli 
Poland、Teksid Polandを設立し、FSMの設備を買い取っていった 2 ）。
　しかしながら前述の通り、FSMは移行期の経済減速の影響を被り、 かつ社会主義時代からの
深刻な経営状態と多額の負債により「事実上の破産状態」であった。これに対しFIATは 2億
6000万ドルの新規投資、 6億 5千万ドルの負債引き受け、 1億1300万ドルの部品生産向け投資
を行い、ポーランド国内での本格的な生産体制を築いていく。FIATが多額の負債を引き受け
――――――――――――――――――
 2 ）FAPはFSMの 8工場を買収したが、ティヒ、ビエルスコ－ビアワ工場以外は後に売却された。
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手まで、FSMの買収を行ったのは、ポーランド政府の強い後押しとともに 3 ）、FIATの海外戦略
が作用したと思われる。FIATは70年代以降、ブラジル、アルゼンチンをはじめとした途上国
あるいは途上地域において生産を始めており、中東欧地域もその一つであった（Balcet and 
Enrietti 1998）。
　ポーランドにおける生産体制の確立と、市場の獲得、完成車の輸出は、中東欧におけるFIAT
の地域戦略の中心をなすものであった。特に社会主義時代以前からの提携関係を持っていた
FIATは、他の多国籍メーカーに比してポーランド市場、あるいは中東欧市場へのアクセス、ポー
ランド政府との関係、ポーランド人労働者とポーランド国内サプライヤーとの関係構築などの
アドバンテージを有した点も無視できない。以上のようなポーランド政府の意向とFIATの海
外戦略との関係の中で交渉は行われ、FSMはFAP体制へ引き継がれ、FIATの生産ネットワーク
へ統合されていく。
　しかしながら、買収時点での旧FSMの状況は、多額の負債のみならず、質的にも多くの問題
を有していた。社会主義体制化での生産システムは、部品購入などに関わる独自の財務システ
ムをもつ20の独立部門が存在し、集中的な経営コントロールは行き届かず、結果として品質管
理の不徹底、部品調達のコスト高、生産効率の低さなどの問題を抱えていた（Haanes et al. 
1997; Pavlínek 2006）。このためFIATは旧来のFSM生産体制の変革が必要となり、FAPにおける
構造改革に着手した。具体的にはそれまで小型車のFiar 126p、Cinquecentoのみであった生産モ
デルに加え、Uno、Palio、Punto、Bravoなどの車種の生産を開始した。さらに企業内構造の中
央集権化を進め、財務、物流、部品調達を含めた意思決定プロセスを統合し、加えて社会主義
時代には未発達、あるいは存在しなかったマーケティング部門などを新設した（Pavlínek 2006）。
　このような企業内部の構造改革の一方、サプライヤー関係の見直しも同時に必要であった。
FSM時代の外部サプライヤー関係も非効率的なものであり、サプライヤーの質と量の両面での
改革が求められた。FAPはそれまで関係を持っていたサプライヤー数を92年から96年の間に
30％以上大幅に削減し、同時に部品調達額においてポーランドから調達する割合を向上させて
いった。これはFIATグループとして求められる品質をクリアするサプライヤーの選定と、ポー
ランド国内で生産される部品の品質レベルの一層の強化を意味していた。以下の表は92年以降
のFAPのサプライヤー数と部品調達国割合の推移を示している。ポーランド系、海外サプライ
ヤーともに大幅に削減されたが、削減幅はポーランド系の方が大きい。しかしながら部品調達
額の割合はポーランドサプライヤーの割合が急激にのびている。これは非効率、あるいは高コ
ストサプライヤーを削減し、さらに関係を続けるポーランドサプライヤーの高付加価値化を進
めたものであることがわかる。このようなサプライヤー関係とサプライヤーの生産する部品の
品質向上にあたっては、just-in-time（JIT）システムの導入、品質証明の取得などを進めた。
――――――――――――――――――
 3 ）FSMに対する固定資本投資、Cinquecentoモデル生産のために投入されている労働力、生産設備のため
の融資を失うことを避ける意図があった（Balcet and Enrietti, 1998）
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　FAPのサプライチェーン改革の特徴が、イタリア系サプライヤーのポーランド進出を積極的
に勧めた点である。FIATはグループ内のMagneti Marelli, Teksidだけでなく、イタリア系独立サ
プライヤー、PPG、Saint Gobain、TRWなどの多国籍サプライヤーなどに対しポーランド進出
を促すとともに、ポーランド系サプライヤーとの合弁形態での進出を奨励した（Balcet and 
Enrietti 1998; Havas 1997）。これは新規進出サプライヤーのリスク減少と、ポーランドサプライ
ヤーの品質と技術向上を動機としていた。
　一方で、FIATはこれら国内外からのサプライヤーに対し、部品供給をFAP以外のメーカーに
供給、あるいは輸出することも奨励した（Balcet and Enrietti 1998; Pavlínek 2006）。これは社会
主義時代においてFSO、FSMに依存していたポーランド民族系サプライヤーのサプライチェー
ンを拡張、重層化させるものであり、これによりFAPのみならずポーランド国内全体における
サプライチェーンの延伸と、サプライヤーのアップグレードが行われることとなった。
　このようなサプライヤーネットワークの改革と、技術の導入、マネジメントの改革のもとで
旧FSM、そしてFAPの自動車生産は移行期以後急拡大した。図 3に見られるように90年代中頃
から生産台数は拡大し、年間60万台規模にまで拡大した。しかし、2009年以後は、イタリア本
国の自動車生産・販売の不振の補填として、ポーランドの生産モデルをイタリアへ移管し、結
果としてポーランド国内での完成車生産は落ち込みを見せている。FSMの場合、当初からFIAT
との提携関係という伝統をもち、それにより体制移行後も急速に企業改革を実施したが、一方
でイタリア本国の動向に強く影響されるという特徴を持つ。
1993 1994 1995
ポーランド 55 66 73
イタリア 51 30 24
その他 4 4 3
合　計 100 100 100
表 3　FAP部品調達額国割合推移（1993-1995）
出所）Havas （1997）より著者作成
1992 1993 1994 1995*
ポーランド 405 335 317 267
海外 215 211 202 173
合　計 620 546 519 440
表 2　FAPサプライヤー数推移（1992-1995）
*1995年は当時の計画値
出所）Havas （1997）より著者作成
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 4 ．大宇のFSO買収
　FSOは社会主義時代においてポーランドの中心的な自動車メーカーであったが 4 ）、FSMと比
較してその民営化は順調ではなかった。移行当初から外資による買収交渉は不調であった。
General Motors（GM）が1991年から交渉に乗り出すも、50％の人員削減などを求めるGM側と
の折り合いがつかず、FSOでの小型車モデルの生産を始めるのみであった。しかし1995年韓国
の自動車メーカー・大宇Daewooがポーランド政府と交渉を開始し、結果としてFSOと商用車
メーカー・Fabryka Samochodów w Lublinie （FSL）を買収した。
　大宇のFSO、FSLの買収は、ポーランドにおいて外国メーカーの参入で急激に競争が高まり、
かつ旧FSO生産車に対する需要減少が見られる状況において行われたものであり（Bogdał and 
Gołata, 2013）、非常にリスクの高いものであった。それにも関わらず買収を決意した背景には、
大宇の海外戦略があった。当時韓国国内での販売力低下がみられた大宇は海外新規市場の開拓
を進めており、グローバル展開のなかでトップクラスの自動車メーカーをめざしていた 5 ）。その
中でポーランドは中東欧（旧社会主義圏）の足がかりとなる国であり、西欧までつながる欧州
内の生産販売ネットワークを企図していた（Bogdał and Gołata 2013; Pavlínek 2006）。大宇とFSO
は95年のうちに合意に達し、2001年までに11億ドルの投資、年間50万台規模への生産拡大、既存
の 2万人の従業員の向こう 3年間の雇用維持などを条件として提示していた（Pavlínek 2006）。
図 3　FSM（〜 88）、FAP（93 〜 2014）でのティヒ工場生産台数推移
出所）Fiat Auto Poland（2015）から筆者作成
――――――――――――――――――
 4 ）FSOの歴史に関してはHistoria FSOに詳しい
 5 ）この時期大宇は「ビジョン2000」プランを策定し、世界トップ10に入る自動車メーカー入りを目標と
していた。
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　ポーランド政府にとっては、雇用の維持の観点からも非常に歓迎すべきものであると思われ
た大宇による買収であったが、このDaewoo-FSOの戦略は「当初からリスキー（Pavlínek 2006）」
なものであった。巨大な設備と雇用の維持、FIATをはじめとする欧米メーカーとの競争、安
価な輸入車に対するコスト競争は、大宇にとって非常にシビアな状況であり、この条件に対抗
するための品質向上とコスト削減が課題であった。
　このため大宇は総額10億ドル規模の投資を行い、その中でサプライチェーンの統合も進めた。
結果として1997年時点では 7つの子会社、18の合弁会社によって構成されるサプライヤーグ
ループを構成したが、一方でグループ外には900のサプライヤーと取引関係を持っていた。こ
れは旧来のPolonezモデル生産に加え、Tici、Matisなどのモデル生産を行う必要とともに、EU
加盟後の関税回避のための現地調達比率維持・向上という目的も背景として存在していた
（Sigurdson and Palonka 1999; Pavlínek 2006）。
　サプライヤー関係については、大宇もまたFIAT同様、本国・韓国のサプライヤーとポーラ
ンド民族系サプライヤーとの合弁会社設立を推進していた。合弁体制の中で、技術提供とトレー
ニングを行い、サプライチェーン全体の品質向上とコスト削減を試みていった。
　このような大宇のポーランド戦略には大きく二つの方向性があった。一つは前述の欧州戦略
であり、世界戦略の中で欧州の重要新興市場である中東欧（旧社会主義圏）の足掛かりとしてポー
ランドを拠点とするものであった。そしてもう一つの方向性が、ローカル市場の発展・共存であっ
た。FIATや中東欧に進出した他の大手自動車メーカーと比較して、Daewoo-FSOはポーランド市
場に特化する戦略をとり、生産台数の 6％のみが輸出に向けられていた 6 ） （Pavlínek 2006）。これ
は、ポーランドという中東欧最大規模の市場を重視し、その中で、ローカリゼーション、ポー
ランド経済の発展への寄与、経済発展と文化の共有によるポーランド‐韓国関係の構築などを
目的とした多様な側面からポーランド市場へより深く関わっていくものであった。
　しかし大宇は、グループの財務状況悪化などを理由に経営破たん、Daiwoo-FSOも本体の破
たんと、加えてポーランド市場における不振などにより2001年に経営破たんし、その後ウクラ
イナのAvtoZAに買収されるなどしたものの経営再建は進まず、現在は生産をほぼ停止した状
態となっている。
 5 ．おわりに
　本稿でみたように、90年代のチェコとポーランド自動車産業における旧国営企業の変化は、
体制移行に伴う旧国営企業の民営化、そしてそれを買収した外国企業による企業改革主導のも
のであった。その背景には、国内メーカーの民営化と再生を目指す政府と、中東欧、そして欧
州市場を目指す大手外国メーカーの海外戦略があった。
　チェコのシュコダのケースでは、政府によるシュコダのブランドと設備、雇用の維持という
強い政府の意向をVWが承諾し、買収した。その後VWはブランドの存続と、そのブランドの
――――――――――――――――――
 6 ）Opel Polskaの95％、FIATの70％という輸出率に比較すると、Daewoo-FSOは明らかなポーランド市場
依存が見られた（Pavlínek, 2006）
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分業体制への組み込みと欧州生産ネットワークの拡大という方式を採用した。これによりシュ
コダはグループ内で一定程度独立した生産を行い、それゆえFSM-FIAT関係に見られるような
投資国本国依存の体制にはなっていないと言える。
　FSMは当初からのFIATとの関係を引き継ぎ、旧来の自社モデル生産をおこないつつ、大幅
なサプライヤー関係の見直しを進めた。その中で、サプライヤー数の絞り込みと並行してのポー
ランド民族系サプライヤー育成、イタリア系を中心とした関連サプライヤーのポーランド進出
奨励、サプライチェーンにおけるFIAT依存からの脱却推進などを行った。
　FIAT-FSMからFAPへの転換過程は、そのメーカーのみならず、FIATとポーランド政府との
長い提携関係を背後に持つ、経路依存性を示す事例であった。一方で、FIATのポーランド戦
略は、イタリア本国の生産や経済動向を主軸に置いたものであり、結果としてイタリアへの生
産移管やそれに伴う完成車生産の減速などの影響を強く受けているという現状を見た。
　FSOにおいても買収した大宇によって大型投資、技術伝達などのサプライヤー育成が行われ
た。FIATと大宇は、体制移行というイベントに伴う中東欧新規市場の開放に際し、ポーラン
ドを欧州戦略の拠点として活用する海外戦略を試みており、これらの点においては共通点が見
られた。しかし親会社大宇本体の経営危機と、ポーランド市場中心の中東欧戦略が影響した
Daewoo-FSOは、再生を果たすに至らず生産停止状態となった。
　これらの事実は、90年代の中欧自動車産業が、中東欧戦略を進める外国メーカーによって大
きく変化させられた点、その中でサプライチェーンが大幅も大幅に変化し技術水準の向上を見
た点、そしてそれゆえ外国メーカーの動向に大きく左右された点を示すケースである。。
　最後に、社会主義時代の生産体制、特にソ連を含めたCOMECON体制における自動車生産供
給体制の詳細な調査・分析と、本稿でみた大手メーカーの中東欧における戦略と、それら企業
のグローバル戦略との関連性が、本稿の分析の補完、延長として必要と思われる。
　
――――――――――――――――――
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